
 

リサイクル製品認定申請に係る事務手数料の徴収について 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【今後の取組み】 

○ 認定製品・制度の認知度の向上 
    昨年に引き続きパンフレットやホームページでの周知に努めるとともに、なにわエコ良品 

ショップ、カタログ配布及びイベントにおける製品の展示なども積極的に活用 

○ 市場における認定製品のシェア向上 

なにわエコ良品ショップ及び府庁における率先購入を支援 

○ 認定製品の充実（認定製品の数及び種類） 

色々な用途の製品が認定できる環境を整備（認定要領の改正など） 

【なにわエコ良品ショップ】 平成 22 年 4 月 1 日 9 時オープン） 

 特徴  

 ①全国初の取組み ②消費者の利便性向上 ③認定製品製造事業者（中小事業者）の支援 
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認定申請の募集
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取組み【新規】 

① 他の都道府県など製品
のカタログを配布（7000
部） 

 
② イベントに参加するな
ど認定製品の展示を積

極的に行うとともに、製
品の概要を記載したカ
ードを配布 

 
③ なにわエコ良品ショッ
プの開設 

【リサイクル製品認定制度の概要】 

目  的： リサイクル社会形成の推進及びリサイクル関連産業の育成 
根  拠： 大阪府循環型社会形成推進条例（平成 15年 4月 1日施行）第 12条 

大阪府リサイクル製品認定要領（平成 16 年 4 月施行） 

認定期限： 認定期間３年 
認定状況： ３３９製品（１０４企業）（平成22年3月現在） 

  主な認定製品： 再生路盤材（再生クラッシャーラン、再生砂など）、タイルブロック、 

トイレットペーパー、ファイル、ベンチ、消火器、堆肥など 

  認定対象： 主として府内で排出された循環資源（廃プラ、古紙、コンクリートがらなど）を使用して 

府内のプラントで再生した製品 

認定基準： 循環資源の使用率、ＪＩＳ規格等への適合、製品に有害物質が使用されていないことなど 

※ 認定基準を満たす場合は、認定証が交付され、認定マークを製品に表示することが 

できる 

  その他： 認定の募集は年２回（６月、１１月） 

※ 申請の受付事務は財団法人みどり公社に委託 

他の都道府県における認定制度の制定状況 

       愛知県、三重県、奈良県、和歌山県など 36道府県 

【手数料徴収の必要性（背景）】 

○ 府が認定製品の普及に努め、認定製品の販売を促進することから、認定申請に係る事務は地方自治法

第 227 条に規定する「その者のためにする事務」に該当し、応分の受益者負担を求めるべきものであ

ったが、認定制度が新たな取組みであることから製造事業者において認定を受けるメリットに対する

理解が定着するのに一定の時間が必要であるため、当面の間認定申請に係る手数料は徴収しないこと

とした。 

○ その後、府では認定製品の普及に努めたところ、認定件数の増加とともに製造事業者において制度へ

の理解が深まり、認定を受けることによって認定製品の販売促進にも繋がるなど、認定を受けること

によるメリットについても認識が高まった。 

○ 制度発足から６年が経ち、認定を受けることによるメリットを期待して認定申請を行うということが

製造事業者の間に定着したことから、認定申請に係る事務手数料の一部として新たに手数料を徴収す

ることとした。 

 

 
認定申請に係る手数料を徴収するため条例及び規則を改正（平成 22 年 4 月 1 日施行） 

    ※新たに認定申請に係る事務手数料を徴収する規定を追加 

※６月分受付より事務手数料を徴収 18,000 円／申請 

【大阪府循環型社会形成推進条例の改正】 

新 旧 

 認定申請に係る事務手数料を徴収 
    18,000円／件 

手数料の徴収なし 
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改正案 現 行 
様式第 14 号（第 28条関係） 

（表） 
 

様式第 14 号（第 28条関係） 

（表） 
 
 
 

 

第    号 

身分証明書 

 

所  属 

職  名 

氏  名 

生年月日      年  月  日 

 

 上記の者は、大阪府循環型社会形成推進条例第 53 条第 1 項の規定に

よる検査のための立入りを行う職員であることを証明する。 

 

発行年月日     年  月  日 

有効期限      年  月  日 

 

大阪府知事印

第    号 

身分証明書 

 

所  属 

職  名 

氏  名 

生年月日      年  月  日 

 

 上記の者は、大阪府循環型社会形成推進条例第 52 条第 1 項の規定に

よる検査のための立入りを行う職員であることを証明する。 

 

発行年月日     年  月  日 

有効期限      年  月  日 

 

大阪府知事印

９センチメートル ９センチメートル 

  



改正案 現行 
（裏） 

 
（裏） 

 

 

 

大 阪府循環型社会形成推進条例 (抜粋 ) 

 (立入検査) 

第 53 条 知事は、第 4 章及び第 5 章の規定の施行に必要な限度にお

いて、その職員に、事業者、産業廃棄物処理業者又は土地所有者等

(以下これらを「被立入検査者」という。)の事務所若しくは事業場

又は産業廃棄物の不適正な処理に係る土地等に立ち入り、帳簿書類

その他の物件を検査させ、又は試験の用に供するのに必要な限度に

おいて産業廃棄物又はその疑いのある物を無償で収去させること

ができる。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書

を携帯し、関係人に提示しなければならない。 

 

大阪府循環型社会形成推進条例 (抜粋 ) 

 (立入検査) 
第 52 条 知事は、第 4章及び第 5章の規定の施行に必要な限度にお
いて、その職員に、事業者、産業廃棄物処理業者又は土地所有者等

(以下これらを「被立入検査者」という。)の事務所若しくは事業場
又は産業廃棄物の不適正な処理に係る土地等に立ち入り、帳簿書類

その他の物件を検査させ、又は試験の用に供するのに必要な限度に

おいて産業廃棄物又はその疑いのある物を無償で収去させること

ができる。 
２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書

を携帯し、関係人に提示しなければならない。 


